
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 17 - 6 - 70

【事業内容】

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、女川町においては、中心市街地に

おいて壊滅的な被害を受けたところであり、平成23年9月に策定した女川町復興計画に

基づき、高台住宅地の整備及び移転、中心市街地の集約化によるコンパクトな市街地

形成などを進めることとしている。

　再編する各行政区は、防災集団移転による移転者、災害公営住宅への入居者、土地区

画整理事業の換地での再建者、被災していない既存世帯が混在する状況となり、地区住

民が分断することなく一体のコミュニティを形成していくために、各行政区ごとに地区

集会所を整備する必要がある。このうち、本事業では既存住宅地を盛土するエリアにお

いて地区集会所を整備するものである。

　なお、集会所は災害時には避難所としての機能を有するため、停電時でも電気設備が

利用できるよう太陽光発電設備を利用設置する。

　また、膨大な復興事業量によるマンパワー不足と建築資材不足に対応するため、発注

方式を災害公営住宅と同様に買い取り方式とし、事務の軽減や工期短縮などを図る。

工事監理、備品について申請するものであり、本申請をもって、本町における集会所整

備事業は完了するものである。

【基幹事業との関連性】

　 　本事業により地区集会所を整備することで、新たな地域コミュニティと生活環境を形

成し、都市再生区画整理事業の効果を促進するものである。

【事業費、実施時期】 単位：千円

1

2

3

4

          H29年度：241,041千円

（過年度）H28年度： 54,448千円（★D-17-6-58）

【事業期間】

平成29年6月～平成30年3月

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

295,489計 719㎡ 288,165 401 7,324

H29年11月 申請済み

清水 159㎡ 67,896 427 1,820 69,716 H29年10月 H30年3月 今回申請

85,165 380 2,190 87,355 H29年6月

申請済み

上5 212㎡ 81,727 386 2,243 83,970 H29年6月 H29年11月 申請済み

行政区名 延べ面積 建設工事費 ㎡単価 備品購入費

西 224㎡

全体事業費 295,489千円　　（今回申請額：69,716千円）

　今回、集会所の基本設計が完了した清水区について、地盤調査、実施設計、建築工事、

申請事業費 着工 完成

石浜 124㎡ 53,377 430 1,071 54,448 H28年7月 H29年1月

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名
中心部既存住宅地盛土エリアにおける集会所整備事業（平成29年度分事業
費）

○参考様式第30及び参考様式第33の別添2工事費内訳の説明 
・本工事費＝直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費＋一般管 
 理費＋消費税 
・測量設計費＝（実施設計・確認申請＋工事管理＋地盤調査＋ 
 消費税）＋備品購入費 
 



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 25 - 24

【事業内容】

　平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、女川町においては、中心市街地に

おいて壊滅的な被害を受けたところであり、平成23年9月に策定した女川町復興計画に

基づき、高台住宅地の整備及び移転、中心市街地の集約化によるコンパクトな市街地

形成などを進めることとしている。

　再編する各行政区は、防災集団移転による移転者、災害公営住宅への入居者、土地区

画整理事業の換地での再建者、被災していない既存世帯が混在する状況となり、地区住

民が分断することなく一体のコミュニティを形成していくために、各行政区ごとに地区

集会所を整備する必要がある。このうち、本事業では高台の山林部を造成する新住宅地

において集会所を整備するものである。

　なお、集会所は災害時には避難所としての機能を有するため、停電時でも電気設備が

利用できるよう太陽光発電設備を利用設置する。

　また、膨大な復興事業量によるマンパワー不足と建築資材不足に対応するため、発注

方式を災害公営住宅と同様に買い取り方式とし、事務の軽減や工期短縮などを図る。

建築工事、工事監理、備品について申請するものであり、本申請をもって、本町におけ

る集会所整備事業は完了するものである。

【基幹事業との関連性】

　 　本事業により地区集会所を整備することで、新たな地域コミュニティと生活環境を形

成し、防災集団移転促進事業の効果を促進するものである。

【事業費、実施時期】

　　　　　H29年度：163,977千円

（過年度）H28年度：170,037千円（★D-23-25-19）

【事業期間】

平成29年6月～平成30年3月

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 334,014千円　　（今回申請額：113,039千円）

　今回、集会所の基本設計が完了した宮ケ崎区について、用地費、地盤調査、実施設計、

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 中心部新住宅地における集会所整備事業（平成29年度分事業費）

○参考様式第30及び参考様式第33の別添2工事費内訳の説明 
・本工事費＝直接工事費＋共通仮設費＋現場管理費＋一般管 
 理費＋消費税 
・測量設計費＝（実施設計・確認申請＋工事管理＋地盤調査＋ 
 消費税）＋備品購入費 
・用地費及び補償費＝用地費 

1

2

3

4

単位：千円
行政区名 用地面積 延べ面積 用地費 建築
工事費 ㎡単価 備品
購入費 申請
事業費 着工 完成

小  乗

女川南

大原南

6,362 334,014

宮ケ崎 1,153㎡ 226㎡ 421

409

15,487 95,208

計 2,528㎡ 707㎡ 38,167 289,485

280㎡ 129㎡ 6,700 53,561 415

2,344

600㎡ 266㎡ 8,750 97,944 368

495㎡ 86㎡ 7,230 42,772 936497

申請済み1,945 108,639 H28年7月 H29年1月

1,137 61,398 H28年7月 H29年1月 申請済み

113,039 H29年10月 H30年3月 今回申請

申請済み50,938 H29年6月 H29年11月



参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 23 - 19 - 1

【事業内容】

　防災集団移転促進事業により移転し居住される方々の活動拠点となる集会施設（防災

集団移転促進事業により整備）に係るコミュニティ活動，防災対策のための供用開始に

不可欠な備品を整備するものである。

【基幹事業との関連性】

　 　本事業により新たな地域コミュニティと生活環境を形成し、防災集団移転促進事業の

効果を促進するものである。

【事業費、実施時期】

H29年度：2,588千円（★D-23-15-1、★D-23-19-1）

単位：千円

1

2

3

4

【事業期間】

平成29年4月～平成29年12月

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

計 404.93㎡ 2,588

尾　浦 139.12㎡ 778 H29年9月 今回申請

横　浦 77.01㎡ 495 H29年11月 今回申請

飯子浜 79.49㎡ 567 H29年6月 申請済み

竹　浦 109.31㎡ 748 H29年4月 申請済み

全体事業費 2,588千円　　（今回申請額：1,273千円）

行政区名 集会所面積 備品購入費 集会所完成

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名
防災集団移転促進事業に係る集会施設の備品整備事業（平成29年度分事業
費）
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